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概 要

　Ξハイパー核の構造の研究は、ΞN相互作用のポテンシャルの深さやΞN → ΛΛ遷
移の強度に関する情報を与え、フレーバーSU(3)のバリオン間相互作用の全体像を理
解するうえで重要な役割を果たす。S-2S(Strangeness -2 Spectrometer)は、J-PARC

において (K−, K+)反応を用いたΞハイパー核分光実験を世界最高のエネルギー分
解能で行うために新たに建造した散乱K+粒子用スペクトロメータである。S-2Sは
2台の四重極磁石 (Q1, Q2)および 1台の双極磁石 (D1)で構成される。目標とする
運動量分解能 (∆p

p
)は、入射K−粒子用ビームラインスペクトロメータ (1.0× 10−3)

と同等以上の性能を要求し 6 × 10−4となっている。
S-2Sでは、飛跡検出器によって得た散乱粒子の飛跡と S-2Sの計算磁場を用いて運
動量の再構成を行う。計算磁場では、鉄芯材のB-H曲線の非線形性やヒステリシス
特性、実際の電磁石の細かな形状などの入力パラメーターの不定性のため、実物を
完全に再現することは容易でない。そこで我々は、磁場分布を実測して、これと計
算磁場を比較することにより、これらのパラメーターの最適化を図ることとしてい
る。これまでに、Q1, Q2に対しては既に測定と計算磁場の最適化を行い、0.1％の
精度で測定磁場を再現することに成功している 。
本研究では 2015年に建造が完了したD1電磁石について、NMRプローブを用い
て励磁曲線や長時間安定性、磁場設定の再現性といった基本的な性能を調べるとと
もに、3軸ホールプローブと 3次元駆動装置を組み合わせた磁場測定器系により、測
定磁場と計算磁場の相違が起きる可能性が最も高いと予想される磁極端付近を中心
として大凡 800 mm × 280 mm × 1700mmの領域にわたって磁場分布の測定を行っ
た。本論文では、取得したデータの較正を行い、磁場測定の誤差を評価したのちに
計算磁場と測定磁場の差を解析し、2500Aを電磁石に通電する場合に計算磁場で使
用している透磁率の値が大きくなっていることなどを明らかにした。この研究で取
得したデータとその解析結果は、今後計算磁場の最適化を行う上で重要な手掛かり
となる。
Geant4によるシミュレーションにより、磁場分布の誤差が運動量分解能に与える
影響を見積もった。磁場測定の誤差は目標とする運動量分解能を実現するために十
分なものであったことが確認された。一方現在の計算磁場を用いて運動量解析をした
場合は分解能が不足し、計算磁場の最適化を行うことは不可欠であると結論付けた。
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第1章 Ξハイパー核研究の目的

1.1 Ξハイパー核研究の背景

1.1.1 バリオン間相互作用とストレンジネス

原子核を構成する陽子や中性子の間に働く核力については、これまで数多くの実
験により得られてきた p-p,p-n散乱データ (偏極データも含む)を基に、現実的な核力
モデルが構築されてきている。その結果、重陽子の束縛エネルギーや四重極モーメ
ントなどが説明されているし、短距離における斥力芯の存在、スピン軌道力の存在
などの性質もわかっている。陽子と中性子はアップクォーク (u、2.3+0.7

−0.5 MeV)およ
びダウンクォーク (d、4.8+0.5

−0.3 MeV)の 2種類のクォークから構成されている。核力を
その他 4種類のクォークであるチャームクォーク (c、1.275± 0.025 GeV)、ストレン
ジクォーク (s、95±5 MeV)、トップクォーク (t、4.18±0.03 GeV)、ボトムクォーク
(b、4.18±0.03 GeV)も構成要素に含めた系であるバリオンの間にはたらく相互作用
へと拡張することは、強い相互作用への我々の理解を試す試金石であり、これを通し
て強い相互作用へのより深い理解へとつながることが期待される。その中でも、スト
レンジクォークを含むバリオン (ハイペロン、Y)はストレンジクォークの質量が比較
的アップクォーク、ダウンクォークに近いこともあり、SU(3)対称性のもとで統一的
に考えることができる。3体系であるバリオンを考えると、3⊗3⊗3 = 10⊕8⊕8⊕1

であるから 10重項と 8重項に分類される (図 1.1)。我々が研究しているバリオン間
力とはこのうち 8重項のバリオン同士の力であり、8⊗ 8 = 27⊕ 10⊕ 10⊕ 8⊕ 8⊕ 1

と分類される。核力はこのうち 27と 10に属する項で、これのみを研究していても
他のY-N, YYチャネルのことはわからない。特に 1重項 (ΛΛ)は、Hダイバリオン
が予言されているチャンネルであり、重要なチャンネルである。

図 1.1: u,d,sクォークからなるバリオン 10重項 (スピン 3
2 )およびバリオン 8重項 (スピン 1

2 )。Λ粒

子、Σ粒子、Ξ粒子、Ω粒子がハイペロンにあたる。
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1.1.2 Y-N相互作用に関する先行研究

核力をフレーバー SU(3)対称性により拡張して考えてるとき、あるY-N相互作用、
Y-Y相互作用に関する情報を実験的に引き出す方法として、原理的には直接散乱実
験が考えられる。しかし我々が知りたい S波散乱が支配的な低エネルギー領域にお
いては、ハイペロンの寿命が 10−10 秒のオーダーであるためにハイペロンビームは
飛行距離が長くなるとともに崩壊して強度が激減し、有効厚が取れないという困難
がある。そのため、原子核内にハイペロンを生成しその束縛状態としてハイペロン
を含む原子核 (ハイパー核)の構造を調べることによりY-N、Y-Y相互作用に関する
情報を引き出すということがこれまで行われてきた。既存の核図表にこれまで発見
されてきたハイパー核を加えた 3次元核図表を図 1.2に示す。

図 1.2: ハイパー核を加えた 3次元核図表 [1]。

これまでπ中間子やK−中間子を使った実験は、KEKの12GeV陽子シンクロトロン
(KEK-PS)や米国ブルックヘブン国立研究所のAlternating Gradient Synchrotron(BNL-

AGS)、また後述する J-PARCで数多くの実験が行われてきた。また最近では米国
ジェファーソン研究所やドイツマインツ大学などで電子ビームを使い (e, e′K+)反応
によるハイパー核分光も始まっている。[2][3]これらの実験データから S = −1系
(Λ,Σハイパー核)に関しては様々な知見が得られてきた。KEKE140a実験 [4]にお
いて、(π,K+)分光実験によりA = 7 ∼ 208までの多様な質量数の Λハイパー核を
生成、励起スペクトルを測定することによりΛ粒子のポテンシャルの深さは 29± 1

MeVであることが明らかになった。ゲルマニウム検出器系 Hyper-Ballを用いた Λ
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ハイパー核 γ線分光を行うことにより 7
ΛLi[5]等の準位を精密に測定することによっ

て、Λ-N相互作用のスピンに依存する成分の大きさについても明らかになった [6]。
Σハイパー核については、BNL-AGS E905実験 [7]において 4He(K−, π±)反応の励
起スペクトルを比較することにより、T = 1

2
状態である 4

ΣHe状態が束縛しているこ
とが示され、強いアイソスピン依存性があることが明らかになった。一方KEKに
おいては (π−, K+)反応スペクトルを Cから Biまでの幅広い標的に対して取得し、
Σ粒子のポテンシャルは約 30 MeVの斥力ポテンシャルであることも明らかになっ
た [8]。
S = −2系については (K−, K+)反応を利用した、ΞN 相互作用と ΛΛ相互作用に
関する実験データが存在している。ΞN 相互作用については古くは水素泡箱を用い
た実験により pΞ > 1 GeV/cの Ξp散乱のデータが取られた [9]。pΞが小さな領域に
ついては、組成CHのアクティブファイバー標的を用いた実験により 0.2 < pΞ < 0.8

のΞ+ p弾性散乱のデータが 1イベント、Ξ+ p → ΛΛ非弾性散乱が 0イベント観測
され、この結果からそれぞれの断面積の上限が 24mb, 12mbで与えられた [10]。原子
核乾板を用いた実験では原子核中の準自由な p(K−, K+)Ξ反応で生成したΞ−粒子の
散乱事象を観測することで、0.4 < pΞ < 0.6 GeV/cの領域に対して ΞN 非弾性散乱
の断面積が 12.7+3.7

−5.1 mbと、(上限でない形で)散乱断面積が与えられた [11]。9Beを
標的とした実験では pΞ ∼ 0.55 GeV/cのときΞN 弾性散乱の断面積は 30.7± 6.7+3.7

−3.6

mb、Ξ−pと Ξ−nの散乱断面積の比が 1.1+1.4
−0.7

+0.7
−0.4と与えられた [12]。

12Cを標的としたΞ−ハイパー核分光実験を行うことにより、閾値近傍のスペクト
ルの形からΞN相互作用の光学ポテンシャルの実部 VΞを推定する方法もとられ、そ
の結果、VΞ ∼ 14 MeV という結果が得られている。この実験については次小節にお
いて詳細を述べる。
ΛΛ相互作用に関しては、p(K−, K+)反応により生成したΞ−粒子を原子核乾板中
の原子核に吸収させ、ハイパー核の崩壊の様子が確認できるようにしたKEK-E373

実験により、核種が一意に定まるダブル Λハイパー核 [13](長良イベント)が観測さ
れ、6

ΛΛHe中でのΛ-Λ相互作用はポテンシャルの深さが 0.67± 0.17 MeVの弱い引力
であることがわかった。
また、核種が一意に定まるツイン Λハイパー核 [14](木曽イベント)が発見され、

Ξ− +14 N系において束縛エネルギーが 1 MeV程度の束縛状態が存在することなど
がわかってきた。

1.1.3 (K−, K+)反応による Ξハイパー核分光実験

Ξハイパー核を生成する過程として代表的なものは p(K−, K+)Ξ−反応である。こ
の反応により原子核中の陽子をΞ−粒子に置換することでΞハイパー核を生成する。
素過程の角度分布を図 1.3に、運動量移行を図 1.4に示す。素過程の性質からΞ−ハ
イパー核分光実験の方法について言えることとして、生成断面積は実験室系での前
方角度 (θ < 30◦)の範囲で大きくなり、前方に散乱されてきたK+粒子を測定すれば
よいことがある。しかしその時の素過程の断面積は 35µb/srしかない稀な反応であ
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る。加えて∼ 0.5GeV/cと運動量移行が大きいため、生成されたΞ−が原子核に束縛
される割合は 10−3のオーダーと非常に小さい。そのためΞハイパー核の生成断面積
は 10nb/sr のオーダーである。そこでビーム強度を大きくすることが不可欠で、標
的もできるだけ厚くしたいところである。

図 1.3: K−p → ΞK+反応の反応断面積の角度依存性。K−の運動量は 1.7GeV/cとなっている。実

線が実験室系での反応断面積を、点線が重心系での反応断面積を表す。
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図 1.4: K−p → ΞK+ 反応をはじめとした反応の運動量移行。横軸が入射 K− の実験室系での運動

量を表し、実験室系で θ = 0◦ に対しての運動量移行が縦軸となっている。

Ξハイパー核の観測を試みた先行実験としてはKEK-E224[16]およびBNL-E885[17]

がある。これらの実験では 12C(K−, K+)を用いて Ξ− +11 B系の束縛状態としての
12
Ξ Beの探索が行われた。2つの実験で得られた励起エネルギースペクトルを図 1.5

に示す。反応エネルギー分解能がそれぞれ 22 MeV, 14 MeV (FWHM)、束縛エネル
ギーが−20 < BE < 0の領域での統計量がそれぞれ 3イベント、67イベントと不十
分であったために、Ξハイパー核状態を明確なピークとして観測することはできな
かった。しかしこれらの実験の結果により 12

Ξ Beの生成断面積が見積もられ、理論計
算から得られるスペクトルと比較することでΞ-N相互作用のポテンシャルの深さも
見積もられた。BNL-E885実験の結果から見積もられた、入射K−粒子の運動量が
1.8 GeV/cの際の生成断面積は、θ < 8◦に対して 89 ± 14 nb/sr、θ < 14◦に対して
42±5 nb/srであり、Ξ−N 相互作用の深さ V Ξ

0 は約 14 MeVである。
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図 1.5: 先行する 2つの 12C(K−,K+)分光実験における欠損質量スペクトル。左が KEK-E224[16]

で得られたスペクトルおよび −20 < BE < 0の領域での理論計算から得られたスペクトルとの比較

であり、右が BNL-E885[17]で得られたスペクトルである。

1.1.4 Ξハイパー核の理論予想スペクトル

12C(K−, K+)反応を用いた 12
Ξ Beの分光実験で得られる励起エネルギースペクトル

からは、ピークの位置よりΞ-N相互作用のポテンシャルの深さ (実部)に関する情報
が、ピークの幅からはΞN → ΛΛ遷移の強度 (ΞN 相互作用の虚部)が得られる。し
たがって高エネルギー分解能、高統計により、12

Ξ Beの構造をピークとして観測すれ
ば ΞN 相互作用の光学ポテンシャルに強い制限を加えることになる。
Ξハイパー核状態を与えるような現存する 4種類のバリオン間相互作用モデル

(NHC-D[18]、Ehime[19]、ESC04d[20]、ESC08a)に対し、コア原子核の励起も含め
た 12C(K−, K+)反応で得られる 12

Ξ Beの励起エネルギースペクトルの理論計算を図

1.6に示す [21]。この計算では BNL-E885実験の結果を基にB
1−1
Ξ = 4.5 MeVとなる

ようにしてある。
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図 1.6: 12
Ξ Beの予想スペクトル [21]。左右の図に 2種類ずつのバリオン間相互作用のモデルに対して

計算されたスペクトルが記されている。実際の実験で得られるスペクトルはこれに図 1.5で見られる

ような準自由な Ξ− 生成イベント (QF)が足しあわされる。

用いられるバリオン間相互作用のモデルによりエネルギー準位と励起のされ方が
異なり、それによりピーク構造も異なっているため、実験のエネルギー分解能を向
上させることにより 12

Ξ Beのピーク構造を明確に測定することがバリオン間相互作用
のモデルの検証に重要な役割を果たすことになる。図 1.7に実験の分解能の違いに
よりピーク構造がどのように測定されるかをシミュレートした一例を示す。これよ
り、ピーク構造を明確に測定するためには 2 MeVを上回る高エネルギー分解能が要
求されることがわかる。

図 1.7: ESC08aを相互作用とした場合の 12
Ξ Beの予想スペクトルが実験の分解能によりどのように測

定されるかをシミュレートした図。
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1.2 J-PARC E05実験

1.2.1 J-PARCとハドロン実験施設

大強度陽子加速器施設 J-PARC[22] (Japan Proton Accelerator Research Complex)

は高エネルギー加速器研究機構 (KEK) と日本原子力研究開発機構 (JAEA) が、協
同して建設した大型加速器共同利用実験施設である。J-PARCの敷地を俯瞰した写
真を図 1.8に示す。

図 1.8: J-PARCの加速器および施設を俯瞰した写真。[23]

J-PARCの加速器は400 MeV線形加速器 (LINAC)、3 GeVシンクロトロン (RCS)、
30 GeVシンクロトロン (MR)で構成されている。陽子ビームはイオン源で生成され
た負水素イオンH−として LINACで 400 MeVまで加速されたのち、荷電交換ホイ
ルを通過させることにより陽子ビームへと変換され RCSに入射される。RCSで陽
子ビームを 3 GeVまで加速したのち、物質 ·生命科学実験施設 (MLF)への取り出し
またはMRへと入射する。MRでは 30 GeVまで陽子を加速し、ハドロン実験施設
およびニュートリノ実験施設で取り出して利用している。
ハドロン実験施設の全体図を図 1.9に示す。図の左側から 30 GeV陽子ビームが入
射され、右端のビームダンプに捨てられる。
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図 1.9: ハドロンホールの全体図 [24]

ハドロンホールでは 6秒周期のうち約 2秒間でMRの陽子ビームを取り出す (これ
を遅い取り出しと呼ぶ)。取り出した陽子ビームは金からなるT1標的と呼ばれる二
次粒子生成標的に照射され、二次ビームとして大量の中間子が生成される。この粒
子を電磁石系からなる磁気光学系と静電セパレータを用いることにより粒子の種類
と運動量を選別することができ、各ビームラインで中間子ビームとして使用するこ
とが可能となる。
ハドロンホールの設計上、陽子が通過するビームラインをはさんで北側と南側の
ビームライン (例えばK1.8ビームラインとK1.1BRビームライン)では同時に実験
を行うことができる上に、隣接するビームライン間 (例えば K1.8ビームラインと
K1.8BRビームライン)では片方がビームを使用している間にビームラインに立ち入
り検出器の調整を行えるようになっているなど、複数の実験を効率よく切り替えて
行えるようになっている。K1.8ビームラインの構成図を図 1.10に示す。T1 標的で
生成した荷電粒子は、まずDQQDからなる光学系により生成標的上でのビームの像
が中間収束点 (IF)上に収束され IFスリットにより電荷と運動量が選択される。ま
た多重散乱した粒子やK0

s などの短寿命の粒子が標的外で崩壊して生成する π(クラ
ウド π中間子と呼ばれる)などもここで抑制される。次に粒子は鉛直方向に電場が
かけられている二段の静電セパレータを通過する。(ES1, ES2)このときの粒子の鉛
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直方向の変位は粒子の速度に依存する。すなわち βと粒子の位置が相関を持つこと
になる。セパレータ通過後に粒子を垂直方向に収束させ、スリット (MS1, MS2)を
設けることで、βに対してフィルターをかけることができる。これで特定の運動量
と βに対してフィルターをかけられ、特定の質量をもつ粒子群を中間子ビームとし
て用いることができる。ビームはビームラインスペクトロメータにより運動量を測
定した上でターゲットに照射される。ビームラインスペクトロメータによる運動量
解析およびターゲット照射後の散乱粒子の測定に関しては次小節以降で述べる。

図 1.10: K1.8ビームライン全体の構成図。

1.2.2 実験の目的

J-PARC E05実験は、(K−, K+)反応を用いて Ξハイパーの束縛状態を高エネル
ギー分解能、高統計により探索することを目的とした実験である。第一段階として先
行研究が行われた 12Cを標的とした 12

Ξ Be状態を、エネルギー分解能∆E < 2 [MeV]

(FWHM)、100イベント以上からなるピークとして観測することを目標としている。

1.2.3 実験の概要

J-PARC E05実験は Ξ−粒子生成の素過程 p+K− → K+ + Ξ−の断面積 (図 1.11)

が pK− 付近で最も大きくなることから、ハドロン実験施設のK1.8ビームラインに
おいて行われる。
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図 1.11: p+K− → K+ +Ξ−の断面積のK−運動量依存性 [15]。点線は理論計算などといった意味

はなく、データ点に対して引かれた線である。

(K−, K+)反応を利用したΞハイパー核分光実験においては、Ξハイパー核の質量
は入射K−粒子と散乱K+粒子の 4元運動量を測定し、質量欠損法により以下の式
のように求められる。

Mmiss =
√

(EK− +Mtarget − EK+)2 − (pK− − pK+)2 (1.1)

したがって、実験に必要なことは入射K−粒子、散乱K+粒子を識別することおよ
びその 3次元運動量を測定することである。ここではビームラインにおける入射K−

ビームの生成及び運動量再構成と粒子の識別について述べ、散乱K+粒子に対する測
定器系に関してはパイロットランおよび将来の実験を紹介する次小節以降で述べる。
図 1.12に QQDQQからなるビームラインスペクトロメータを示す。このビーム
ラインスペクトロメータでは、入射K−の運動量を粒子ごとに飛跡解析により求め
るとともに、飛行距離 10.4 mの飛行時間差測定により K− を π− より分離識別す
る。ビーム飛跡は上流のファイバートラッカーBFTと、下流のドリフトチェンバー
BC3,BC4によって測定される。粒子飛行時間はシンチレーションカウンター BH1

とBH2により測定する。さらに、オンラインでのK−トリガー生成のために屈折率
1.05のエアロジェルからなるBACカウンターを標的直前にインストールしている。
ビーム強度は J-PARC E05パイロットランの時点 (一時陽子ビームパワー 39kW)で
は 1.4× 106 /spillであり、うちK−は 6.0× 105 /spilであった。ビーム運動量分解
能は 1.0× 10−3である。ビームサイズは水平方向の全幅が±50 mm、鉛直方向の全
幅が±10　mmとなっている。
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図 1.12: ビームラインスペクトロメータとその周辺の検出器。

1.2.4 S-2S (Strangeness -2 Spectrometer)

J-PARC E05実験の目標とする高分解能、高統計での (K−, K+)反応を利用した
Ξハイパー核分光実験を行うための要として建造されたスペクトロメータが S-2S

(Strangeness -2 Spectrometer)である。S-2Sは図 1.13に示されるような四重極型電
磁石 2台 (Q1,Q2)および双極電磁石 1台 (D1)の 3台の常伝導電磁石からなるQQD

スペクトロメータである。Q1,Q2の写真を図 1.14に、仕様を表 1.1に示す。D1につ
いては次章で述べる。
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図 1.13: S-2Sの模式図。

Q1 Q2

図 1.14: S-2S Q1および Q2の写真。

表 1.1: Q1と Q2電磁石の仕様。

項目 Q1の性能

定格電流 [A] 2500

コイル巻き数 92

コイル抵抗 [Ω] 0.076

消費電力 [kW] 474

最大磁場勾配 [T/m] 8.7

幅 ×高さ ×長さ [m3] 2.4× 2.4× 0.88

磁極間隙 [m] ϕ 0.31

鉄重量 [Ton] 37

項目 Q2の性能

定格電流 [A] 5000

コイル巻き数 30

コイル抵抗 [Ω] 0.022

消費電力 [kW] 244

最大磁場勾配 [T/m] 5.0

幅 ×高さ ×長さ [m3] 2.1× 1.54× 0.5

磁極間隙 [m] ϕ0.36

鉄重量 [Ton] 12

S-2Sの中心運動量は 12C(K−, K+)12Ξ Be反応においてΞハイパー核しきい値エネル
ギー近くのエネルギーに相当するK+運動量 1.38 GeV/cに設定した。図 1.15にそ
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の運動学曲線を示す。飛跡検出器系も図 1.16に示されるように、ここでアクセプタ
ンスが最大となるように配置してある。これにより S-2Sはビームラインスペクトロ
メータの運動量分解能 1.0× 10−3を上回る運動量分解能 6.0× 10−4と約 55 msrとい
う立体角を併せ持ち、高エネルギー分解能と高統計を両立した実験を行うことを可
能にする。

図 1.15: 1.8GeV/cのK−が入射した際の (K−,K+)反応で Ξ−および Ξハイパー核が生成した際の

K+ の運動量。

図 1.16: S-2Sの運動量アクセプタンス特性。

1.2.5 パイロットランとその結果

J-PARC E05実験を実際の J-PARC ハドロン実験施設の実験条件で行うことが可
能かということの確認や、素過程 p(K−, K+)Ξ−の反応断面積のデータを新たに取
得し、Ξハイパー核分光実験に最適なK−粒子の運動量を決定することなどを目的
として、2015年 10月から 11月にかけて、J-PARC E05実験パイロットランを行っ
た。このパイロットランにおいては、散乱K+粒子に対して図 1.17に示すような測
定器系を用いた。
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図 1.17: 散乱粒子スペクトロメータ SKSとその周辺の検出器。[25]

散乱粒子スペクトロメータとしては KEK-PSおよび J-PARCで数多くの中間子
ビームを用いた分光実験に使われてきた SKS(Superconductive Kaon Spectrome-

ter)を用いている。SKSは立体角が 110 msrと大立体角で、運動量分解能∆p/pは
3.0× 10−3(中心磁場 2.49 T)である。このスペクトロメータの前後に設置されている
SDC1,SDC2,SDC3,SDC4と呼ばれる 4台のドリフトチェンバーを組み合わせて散乱
粒子の運動量を決定し、プラスチックシンチレータからなる TOF検出器により粒
子を識別する。オンラインのトリガーではエアロジェル (n=1.05)チェレンコフ検出
器 AC、Lucite(n=1.49)チェレンコフ検出器 LCのチェレンコフ光の情報から p,π+

をトリガーレベルで抑制する。パイロットランではCH2標的およびC標的が用いら
れ、合計で 1.0× 1011のK−粒子を照射した。
解析が現在も進められているが、最新の結果 [25]として、図 1.18に示すような素過
程の散乱断面積の運動量依存性の比が得られ、K−粒子の運動量は 1.8 GeV/cが最適
であることが従来の泡箱のデータより 2桁近く統計精度のよい測定データによって確
認できた。また、これまでで最高のエネルギー分解能である∆M = 7 MeV程度の欠
損質量のスペクトル (図 1.19)が得られ、Ξ−+B系の束縛エネルギーが 0 < BE < 20

の領域で 39カウントの有意なカウントが観測された。よりエネルギー分解能と統計
を高めることにより 12

Ξ Be状態の構造を詳細に観測する意義が増したといえる。
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図 1.18: J-PARC E05実験パイロットランで得られた p+K− → K+ + Ξ− の断面積のK− 運動量

依存性 [25]。現在得られているのは比のみであるため、絶対値は図 1.11中のデータに合わせて定数

倍されている。

図 1.19: J-PARC E05実験パイロットランで得られた欠損質量スペクトル [25]。青線は束縛エネル

ギーが十分大きく非物理的といえる領域のカウント数の平均で、バックグラウンドとみなしている。

1.2.6 S-2S電磁石磁場分布と運動量分解能

S-2Sを用いる J-PARC E05実験では、散乱K+粒子に対する検出器系は図 1.20に
示すような構成になる。検出器構成とそれらの役割はパイロットランと同様だが、
新たに開発した水 (n=1.33)チェレンコフ検出器 [26]が加わっている。これはエアロ
ジェル (n=1.05)チェレンコフ検出器で識別することができないK+粒子と陽子を弁
別するための検出器で、K+粒子と陽子のどちらもチェレンコフ光を発生するが、β

が大きいK+粒子の方がチェレンコフ光の光量が大きいことを利用して両者を弁別
する。
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図 1.20: 散乱粒子スペクトロメータ S-2Sとその周辺の検出器。

(K−, K+)反応を用いた分光実験では、欠損質量は (1.1)式

Mmiss =
√
(EK− +MT − EK+)2 − (pK− − pK+)2 (1.1)

によって表される。両辺を 2乗して

M2
miss = (EK− +MT − EK+)2 − (pK− − pK+)2

= M2
K− +M2

K+ +M2
T + 2(MTEK− −MTEK+ − EK−EK+ + pK−pK+cosθ)

となるので、この式の偏微分を取ることで欠損質量分解能への各寄与を与える式が
次のように得られる。

∆M2 =
( ∂M

∂pK−

)2

∆p2K− +
( ∂M

∂pK+

)2

∆p2K+ +
(∂M
∂θ

)2

∆θ2 +∆E2
strag (1.2)

∂M

∂pK−
=

1

M
{βK−(MT − EK+) + pK+ cos θ} (1.3)

∂M

∂pK+

= − 1

M
{βK+(MT + EK−)− pK− cos θ} (1.4)

∂M

∂θ
= − 1

M
pK−pK+ sin θ (1.5)

ここで θは実験室系における入射K−粒子と散乱K+粒子の散乱角度、∆Estragは標
的中でのエネルギー損失のふらつきを表す。K−の運動量を 1.8 GeV/c、K+の運動
量を 1.3 GeV/c、標的原子核 12Cの質量を 12 amu= 11.2 GeVとして計算した (1.2)

式の 1項目から 3項目のそれぞれの寄与を表 1.2に示す。ここで、∆pK−については
現在のビームスペクトロメータの性能である 1.0× 10−3を、∆pK+については S-2S

の設計値である 6× 10−4を用いた。また散乱角は図 1.21に示す S-2Sの角度アクセ
プタンス特性を参考に 5◦とし、角度分解能は 2 mradを仮定した。SKSの場合 2項
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目の寄与は 3.74となるので、S-2Sにより∆M < 2 MeVの実験が可能になることが
わかる。

図 1.21: S-2Sの角度アクセプタンス特性。

表 1.2: 欠損質量の分解能の式中の各項の寄与。

　( ∂M

∂pK−

)
∆pK−

( ∂M

∂pK+

)
∆pK+

(∂M
∂θ

)
∆θ ∆M(∆Estrag を除く)

1.67 0.89 0.04 1.89 [MeV] (FWHM)

また、目標とするエネルギー分解能 2 MeVを達成するためには標的中でのエネル
ギー損失のふらつきは 0.64 MeV (FWHM)以下でなければならない。エネルギー損
失のふらつきが 0.64 MeV (FWHM)は図 1.22に示すシミュレーションから標的厚約
2 g/cm2に対応することがわかっている。12Cをターゲットとする実験については、
標的をシンチレーションファイバーで構成することで標的中でのエネルギー損失を
測定、補正することで 10 g/cm2程度の厚い標的を用いながらも欠損質量分解能を保
つことが可能になる。このアクティブファイバー標的に関しても現在開発を進めて
いる。
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図 1.22: Geant4シミュレーションにより得られた 1.3 GeV/cのK+が 2 g/cm3の CH2内で損失す

るエネルギー。このグラフの半値全幅が∆Estrag となる。

実験で得られる統計量について見積もる。ビームタイム 1日あたりのハイパー核
生成数 Y は、以下の式 (1.6)で表される。

Y = NK− ×Ntarget ×
dσ

dΩ
×∆Ω (1.6)

ここで、NK−は 1日あたり照射できるK−粒子数、Ntergetは単位面積あたりのター
ゲット粒子数を示す。ビーム粒子数については、現在約 40 [kW]で運転している J-

PARCのメインリングが約二倍の 80 [kW]へと大強度化することが予定されている
ため、E05実験パイロットランの際の値の 2倍を用いる。

NK− = 6× 105 × 2 = 1.2× 106[/(spill = 6 s)] = 1.7× 1010[/day]

ターゲットについては、10 [g/cm2]のアクティブファイバー標的 (組成CH)として、

Ntarget =
10

13
× 6.02× 10−7 = 4.6× 10−7[/µb]

散乱断面積については、BNL-E885実験の結果を参考に 0.060 [µb/sr]を、立体角に
は 55 msrを用いると、Ξハイパー核の生成数は、

Y = 1.7× 1010 × 4.6× 10−7 × 0.060× 0.055 = 24[/day]

となる。これから、K+粒子がTOF検出器の前で崩壊することにより粒子の識別に
失敗する効果や、DAQ効率を考慮すると実際に観測できる量は 1日あたり 10イベ
ント程度となる。20日のビームタイムで 200イベント取得できることが見込まれ、
図 1.7などに示される理論計算から予測されるピーク構造を観測するために十分な
イベント数といえる。
これまで行われてきた 12C(K−, K+)反応を用いた 12

Ξ Beの分光実験と S-2Sを用い
る実験について、ミッシングマス分解能と 0 < BE < 20の領域でのイベント数を表
1.3にまとめた。
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表 1.3: 過去の 12
Ξ Beの分光実験と S-2Sを用いる J-PARC E05実験の比較。

　
KEK-E224 BNL-E885 J-PARC E05 J-PARC E05

パイロットラン

∆M [MeV] 22 14 7 2

イベント数 3 67 39 200

実験は 2018年度∼2019年度に行う。

1.3 本研究の目的

S-2Sを使う実験では、飛跡検出器によって得た散乱粒子の飛跡と S-2Sの計算磁場
を用いて運動量の再構成を行う。計算磁場では、鉄芯材のB-H曲線の非線形性やヒ
ステリシス特性、実際の電磁石の細かな形状などの入力パラメーターの不定性のた
め、実物の電磁石の磁場を完全に再現することは容易でない。そこで我々は、磁場
分布を実測して、これと計算磁場を比較することにより、これらのパラメーターの
最適化を図ることとしている。これまでに、Q1, Q2に対しては既に測定と計算磁場
の最適化を行い、0.1％の精度で測定磁場を再現することに成功している [27]。
本研究では、S-2S D1電磁石について励磁曲線や長時間安定性、磁場設定の再現
性といった基本的な性能を調べるとともに、計算磁場の最適化を行うための磁場分
布の測定を行った。得られた磁場分布の精度を評価し、現状のモデルから得られた
計算磁場を比較することで計算磁場の最適化をする上で必要な要素、磁場分布の誤
差が S-2Sの運動量分解能に対して与える影響についても議論する。
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第2章 S-2S D1電磁石と磁場測定器

2.1 S-2S D1の電磁石としての特徴

S-2S D1電磁石の写真を図 2.1に示す。またD1電磁石の仕様を表 2.1にまとめる。
今回 S-2S D1電磁石に通電するための電源として、図 2.2に示す IDX社製 500kW

電源 PSB500および BSP500を用いた。これらの電源からは電流値調整のために
0.004×A = V という関係を満たすようなDCCT電圧が出力されており、この電圧
値をデジタルマルチメータで読みながら電流を調整することにより 2.5 Aの精度で
電流を設定できる。

図 2.1: S-2S D1電磁石。図の手前側が上流側で、奥側が下流側になっている。下流側には漏れ磁場

の影響を抑えるためにエンドガードがつけられている。
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表 2.1: S-2S D1電磁石の仕様。
項目 D1の性能

偏向角 [deg] 70

定格電流 [A] 2500

定格時の電圧 [V] 180

中心軌道半径 [m] 3

コイル巻き数 84(6層 14列)

コイル断面積 [cm2] (2.47× 6)× (2.75× 14) = (14.82× 38.5)

コイル抵抗 [Ω] 0.081

最大中心磁場 [T] 1.475

磁極間隙体積 [m3] 3.67× 0.80× 0.32

鉄重量 [Ton] 86

PSB 500 BPS 500

図 2.2: S-2S D1電磁石に通電するのに用いた電源。

2.2 三次元磁場計算

磁場計算には COBHAM社が提供している OPERA-3D(TOSCA)[28]を用いた。
TOSCAは有限要素法を用いMaxwell方程式を数値的に解き電磁場を計算する計算
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コードである。磁場を計算するために必要な情報として、コイル、リターンヨーク
の形状を表す電磁石の 3Dモデル、境界条件としてのコイルの起磁力、モデル中に
存在する物質のBHカーブなどがある。本研究で用いる計算磁場は設計図通りの上
下対称の電磁石のモデルを用いたため、境界条件として電磁場が磁極間隙の中心を
挟んで上下対称であることが仮定されている1。また計算の精度には 3Dモデルを分
割するメッシュの細かさが関係する。今回用いた計算磁場ではD1電磁石のヨーク
部分は 30 [mm]、磁極間隙内の空間と下流側の検出器が置かれる空間は 20 [mm]を
メッシュの大きさとし、それ以外のD1電磁石を囲む空間 (バックグラウンド)のメッ
シュの大きさは 100 [mm]とした。メッシュサイズを半分にして計算した磁場を用意
し、磁場の各成分の差の分布をとったところ、σが約 60 µTの分布になり、このメッ
シュサイズで計算したことによる誤差はこの範囲内に収まるといえる。

2.3 磁場測定器とその原理

2.3.1 ホールプローブ

電荷 qのキャリアを持ち、z方向厚さを t、y方向厚さを bである半導体を考える。
この半導体中で電流 (Ix, 0, 0)を流し、(0, 0, B)という磁場をかけ十分時間が経過す
ると、ローレンツ力により半導体中でのキャリアの分布が偏り、y方向に電圧が誘
起される。この現象はホール効果と呼ばれる。

図 2.3: ホール効果の概念図。素子に磁場中で電流を流すと、磁場と電流に垂直な方向 (端子 t1と t2

間)に電圧が誘起される。

誘起される電場Eyは、キャリア数密度 nを用いてキャリアの平均速度が
Ix
nqtb

と

書けることから、

qEy = q · Ix
nqtb

·B ⇔ Ey =
B · Ix
nqtb

(2.1)

となるので、半導体の y方向にかかるホール電圧 VH は、

VH = bEy =
RHBIx

t
(2.2)

1現実には、D1 の下には鉄材からなる架台が存在するなど、上下対称性は破れている。
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と書ける。ここで
1

nq
をホール係数という。電流値、ホール係数、素子の厚さといっ

た情報を既知とすれば、ホール電圧を測定することで磁場の値を測定することがで
きる。
この方法の利点としては、一様な磁場に対しても勾配がある磁場に対しても同様
に磁場を測定することができること、時間応答が比較的早いことがあげられる。一
方、ホール係数は温度に依存するため、ホール電圧を磁場の値に変換する際に温度
依存性が存在する。またホール電圧には磁場がない場合でも一定のオフセット電圧
が存在するため、キャリブレーションが必要である。
また、一般に磁場の向きが (BT cos θ,BT sin θ,B)と 3成分となっている場合、ホー
ル電圧は

VH =
IxRhB

t
Ix +

Ix · C
t

B2
T sin 2θ (2.3)

となり、並行成分が寄与する項が加わる。この効果はホール ·プラナー効果と呼ば
れる。

2.3.2 核磁気共鳴素子

核子や電子などの粒子は量子数 1
2
のスピン Iをもつ。陽子数と中性子数のどちら

かが偶数でない原子核も、|I| ̸= 0であるようなスピン Iを持ち、その磁気モーメン
トµは粒子ごとに固有の磁気回転比 γを用いてµ = γℏIと表される。
時間的にほぼ一定の値をとる磁場B = (0, 0, B0)とそれに直交し、微小振動する磁
場BT = (2B1 cos(ωt), 0, 0)を考える。磁場B +BT 中にある原子核のハミルトニア
ンの磁気モーメントに関する項を考えると

H = −µ · (B +BT )

= −ℏγ{IzB0 + 2IxB1 cos(ωt)}

= −ℏγIzB0 −
ℏγB1

2
(I+ + I−)(eiωt + e−iωt) (2.4)

ここで、スピン昇降演算子が I± = Ix ± iIy と表されることを用いた。このハミル
トニアンの固有状態は角運動量m = −I,−I + 1, · · · , I の状態 |m⟩で、固有エネル
ギーは ℏγmB0である。固有状態 |m⟩から |m+ 1⟩への単位時間当たりの遷移確率
は、H0 = −ℏγIzB0にH ′ = −ℏγB1

2
I+(eiωt + e−iωt)という摂動が加わったと考えて

フェルミの黄金律を適用すると、

2π

ℏ
| ⟨m+ 1|H ′ |m⟩ |2δ(ℏγB0 − ℏω) (2.5)

と計算される。これより、BT の角周波数 ωが ω = γB0を満たすとき遷移が起こる
ことがわかる。これが核磁気共鳴 (NMR)の原理である。
Bを電磁石の作る磁場とする。NMRプローブは試料となる原子核を含む物質を

BT を生み出すコイルの内部に含んでいて、コイルに流す電流 I0 = I0 cosωtの角周
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波数を調整することで共鳴吸収が起こる周波数を測定でき、

B0 =
ω

γ
(2.6)

により磁場の値が得られる。
NMRによる磁場測定の特徴として、式 (2.6)にあるように B0が物質固有の量に
よって直接導かれていることにより、温度などに依存しない絶対磁場を測定できる
ことがあげられる。一方、S/N比よく磁場を測定するためにはプローブ近傍の磁場
が一様であることが必要となり、加速器や検出器として用いられる電磁石のうち適
用できる磁石、領域としてはD1電磁石の内部といったものに限られる。

2.4 測定器系

S-2S D1電磁石の磁場分布の測定に用いた測定器系を図 2.4に示す。S-2S D1に対
して設置されている様子を図 2.5に示す。磁場測定器系は磁場分布を測定するため
の 3軸ホールプローブ、位置の制御を行うための駆動装置とリミットスイッチ、駆動
装置の架台、架台を固定する敷板で構成されている。駆動装置と三軸ホールプロー
ブによる磁場分布測定の概念図を図 2.6に示す。
また、D1電磁石の内部に中心磁場をモニターするための NMRプローブを設置
した。

図 2.4: 磁場測定器系。架台の上に駆動装置が設置され、駆動装置に取り付けたステンレス製の棒の

先端にホールプローブおよび制御用のリミットスイッチが取り付けられている。図中に赤で囲んだ部

分にホールプローブの先端があり、その位置の磁場を測定する。図中の座標系は駆動装置の位置を表

すために用いられる座標系である。
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図 2.5: 磁場測定器系と S-2S D1電磁石。測定器の高さを S-2S D1のギャップの高さに近づけるため

の高さ 1mコンクリートブロックの上に架台を固定するための敷板が固定されており、その上に架台

を固定している。

図 2.6: 駆動装置とホールプローブによる磁場測定の概念図。ホールプローブを取り付けた棒を駆動

装置で 3次元的に移動し、ホールプローブの先端についた 3つのホール素子で磁場の 3成分を測定

する。

2.4.1 NMR

NMRプローブ、テスラメータはエコー電子製EFM-3000 AZを用いた。プローブ
の写真を図 2.7に示す。このNMRプローブには 4種類のNMR素子が取り付けられ
ており、読み出す素子を切り替えることによって 4段階の測定レンジを組み合わせ
て 0.1 ∼ 2 T の範囲の磁場を 1 µTの精度で読み出すことができる。 信号を読み出
すために必要な磁場の均一度は 1× 10−4 cm−3であることを考慮し、下流側の磁極
端から中心軌道に沿って 1 mの位置に 1.2 T ∼2 Tのレンジの素子が位置するよう
に設置した。NMRプローブの設置精度は数mm程度であり、計算磁場データを用
いて設置精度からくる磁場の測定値の誤差 (NMRプローブで得られた磁場の値の確
度に対応する)を評価すると 1 µT程度となる。
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図 2.7: NMRプローブ。先端のA,B,C,Dと記載されている点にそれぞれ素子が取り付けられている。

2.4.2 ホールプローブとガウスメータ

ホールプローブはLake shore社製3軸ホールプローブMMZ-2508-UHを、それを読
み出すガウスメータはLake shore製ガウスメータModel 460 3-Channel Gaussmeter

を使用した。図 2.8にホールプローブの写真を、図 2.9に公称されるホール素子の位
置を示す。ホールプローブの先端部には 3つのホール素子および温度計がついてお
り、ガウスメータでは温度補正が行われた状態での各ホール素子で読み出した値を
得られる。このホールプローブとガウスメータの組み合わせについて、磁場の測定
精度のカタログスペック [30]は 10 µT、確度は読み値の 0.1%となっている。

図 2.8: ホールプローブ MMZ-2508-UH。先端の黒い部分の内部に 3つのホール素子と温度計が内蔵

されている。

2.4.3 駆動装置

磁場分布を測定するために 3軸ホールプローブを 3次元的に移動させるための駆
動装置は日本精機製ロボットモジュール、XYモジュールを 3軸に組み合わせたもの
を用いた。この駆動装置はパルスモータの回転をボールねじにより直線運動に変換
することで高精度の直線運動を実現しており、ポテンショメータによりパルスモー
タの回転角を測定することで、現在位置も把握することができるようになっている。
この駆動装置は 10 µmの精度で動かすことができ、駆動範囲は図 2.4の座標で表す
と 1000× 450× 130 mm3である。

2.4.4 架台 ·敷板

S-2Sのギャップの高さ方向の中心は 2mと高いため、測定器の高さをギャップに近
づけるために 1mの高さのコンクリートブロックを設置した。測定器系を地面に対
して水平に設置することと、コンクリートブロックの上に 1600×2800×300　mm3

のアルミ板を敷板として設置した。コンクリートブロックに開けられたネジ穴にボ
ルトを通すことで固定されており、また敷板面の水平方向高さのずれは最大で 0.8

mmのずれで設置されている。
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図 2.9: Lake Shore社によって公称されているホール素子の位置 [29]。

架台を中心に測定器系を写した写真を図 2.10に示す。架台は駆動装置が固定され
た上部架台とそれを載せる下部架台に分かれている。図 2.11に示すように上部架台
と下部架台の間にはレベリングフットが取り付けられており、これを調整すること
で上部架台の向きを微調整して固定する。レベリングフットは下部架台にも取り付
けられており、架台全体が水平になるように調整できるようになっている。架台全
体は敷板に付けられている固定用のねじ穴を介して固定されている。

2.4.5 リミットスイッチ

今回使用したホールプローブ MMZ-2508-UHは細長い形状をしていること、先端
のホール素子と温度計が内蔵された箇所は衝撃に弱いことから、S-2S D1電磁石お
よびエンドガードに接触すると破損する危険がある。次小節で述べる制御用のマク
ロプログラムにおいてもホールプローブと S-2S D1電磁石が接触を防ぐような記述
をしてあるが、架台の位置を変更するごとに制御用のパラメータが変化し、それを
直接入力する必要がある。本研究では一度制御用のパラメータの入力を誤ったこと
によりプローブを破損したため、接触する直前にハード的に駆動装置を非常停止す
るような安全装置を導入した。
使用したリミットスイッチはオムロン製の触覚スイッチD5B-551である。図 2.12

にホールプローブの先端を固定している立方体状の治具に取り付けられたリミット
スイッチを示す。スイッチの先端部分のワイヤーにものが接触することでスイッチ
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図 2.10: 測定器系を側面から移した図。赤線の上部が上部架台、下部が下部架台となっている。

図 2.11: 架台の位置の微調整機構。左側が上部架台と下部架台の間にある機構で、これを調整するこ

とで上部架台の向きを微調整することができる。右側が下部架台についている機構で、これを調整す

ることで架台を水平に置くことができる。

が切りかわり、導線が電気的に断線するという仕組みである。
駆動装置の制御システムは、非常停止回路がオープンになることで緊急停止する
ようになっている。また特定の 2つの端子をショートさせることで非常停止回路を
ノーマルオープンからノーマルクローズへと切り替えることができるようになって
いる。この 2つの端子にリミットスイッチを接続することで、初期状態では 2つの端
子がリミットスイッチの導線によりショートするので非常停止回路がノーマルクロー
ズ状態となり、リミットスイッチに電磁石が接触した状態では 2つの端子がショー
トしないので非常停止回路がオープンに切り替わり、駆動装置が緊急停止する。

2.4.6 測定器系の制御

磁場分布の測定においては、

· 駆動装置により測定点にホールプローブを移動する
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図 2.12: ホールプローブの先端が固定されているアルミ製の治具とリミットスイッチ。先端のワイ

ヤー部分が押し込まれることでスイッチが切りかわり、導線が電気的に断線するという仕組みになっ

ている。

· 磁場の時間変動を補正するためのNMRプローブの読み出し

· 測定点でのホールプローブでの測定値の読み出し

という、3種類の装置を同時に制御する。図 2.13に示すように駆動装置の制御はRS-

232C規格で、NMRプローブの値の読み出しはTCP-IP通信で、ホールプローブの
値の読み出しはUSB接続したコンピュータでそれぞれ行えるようになっている。こ
れらの制御を統合した EXCEL-VBAマクロプログラムを作成した。図 2.14にマク
ロを搭載した Excelシートを、図 2.15に磁場分布測定のフローチャートを示す。
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図 2.13: 制御用 PCと NMRプローブ、ホールプローブ、駆動装置の接続の概念図。

図 2.14: EXCEL-VBAマクロにより測定器の制御を行う Excelシート。青色の枠で囲まれた部分に

測定点の座標をリスト化し、測定開始ボタンを押すことで順次リスト化された座標へとホールプロー

ブを移動させ、赤色の枠で囲まれた領域に素の座標での NMRプローブの値とホールプローブでの

測定値を記録していくようになっている。
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図 2.15: EXCEL-VBAマクロによる磁場分布測定のフローチャート。異なるループを色分けしてあ

る。次の測定点に移動できるか否かの判定は測量によるプローブの座標データをパラメータとして

入力し、それを利用する。フローチャートには記載していないが、測定の一時中断 (強制終了)及び

再開も可能である。
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第3章 磁場測定と磁場解析

3.1 S-2S D1電磁石の基本的性能

磁場分布の測定を行う前に、S-2S D1電磁石の基本的な性能をNMRプローブを用
いた磁場測定により調べた。

3.1.1 時間経過に対する磁場の安定性

1500Aを電磁石に通電し、通電直後から 86分間にわたって 30秒ごとに NMRプ
ローブの値を読み出した。時間とNMRプローブの値の関係を示したグラフを図 3.1

に示す。10分経過以後のデータに関してNMRプローブの値のばらつきを計算する
と σ = 1.6 µTとなり、NMRプローブの測定精度が 1 µT程度であることから、励磁
から 10分が経過すると中心磁場が測定精度の範囲でほぼ一定となったとみなせる。
以後の測定では通電から 10分以上経過してからNMRプローブで S-2S D1電磁石の
中心磁場の値を取得するようにした。

図 3.1: 励磁してからの時間に対する NMRプローブの値の変化。横軸が時間 (分)、縦軸が NMRプ

ローブの値 (mT)となっている。
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3.1.2 励磁曲線とヒステリシスの影響

0 Aから通電を開始し、300A、500A、· · ·、1900A、2000A、2100A、2300A、2500A
と電流値を上げながら NMRプローブの値を取得した。そののち 2500A、2300A、
2100A、2000A、1900A、· · · 500Aと電流値を下げながらNMRプローブの値を取得
した。これらのデータにより S-2S D1電磁石の励磁曲線を取得した。電流値と中心
磁場の値の関係を図 3.2に示す。また、この測定を行った後、電流値を 0にして、再

図 3.2: S-2S D1電磁石の励磁曲線。左図の赤色の点が電流値を上げながら取得したデータで、青色

の点が電流値を下げながら取得した点である。右図は電流値を上げているときと下げているときの

磁場の値の差を示す。

度電流値を上げながら中心磁場の値を測定したところ、0.04%の範囲で最初に電流
値を変えながら取得した磁場の値と一致した。ヒステリシスの効果は無視できるこ
とがわかった。

3.2 測定器系の特性

3.2.1 ホールプローブ中のホール素子の位置の測定

ホールプローブ中のホール素子の正確な位置を決定するために、図 3.3に示すよう
な装置を作成した。この装置では、円錐型のピンに表面の磁場が 0.6 Tのネオジム
磁石をとりつけ、ピンの先端付近に局所的な磁場を作り出す。ピンをステージを用
いて移動させながらホールプローブの各成分が最大となる点および、0となる位置
を探すことでホールプローブ中の 3つの素子の位置を測定した。例として z成分を
測定するためのホールプローブの位置は、xy平面内でピンを動かし z成分の絶対値
が最大になった座標と、yz, zx平面内でピンを動かし z成分が 0になった座標から
求める。位置の精度はホールプローブで読み出した磁場が最小値から+20µTに収ま
る範囲として定めた。z成分の絶対値が最大となる (x, y)座標の測定データを図 3.4

に示す。
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図 3.3: ホールプローブ中の素子の位置を測定するための装置。左の 2枚の画像のようにステージ及

びピンを付け替えることでプローブの各面と平行にピンを動かすことができる。右の写真は実際の

測定の様子を示す。

図 3.4: プローブ中の素子の位置の測定データ。y 座標を変化させて最小となる点を探し、そのあと

x座標を変化させて最小となる点を探した。

このような測定によって約 300 µmの精度で求めた素子の位置を図 2.9に書き込ん
だものを図 3.5に示す。プローブ内の素子の位置は公称される位置と誤差の範囲内
でほとんど一致することがわかった。また、xy平面内、yz平面内、zx平面内でピ
ンを動かしたとき、(0, 0, Bz)、(Bx, 0, 0)、(0, By, 0)となる点が存在したことから、3

つのホール素子は互いに垂直に、かつ直方体状のプローブ先端部の各面に平行につ
いていることも確認された。
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図 3.5: Lake Shore社によって公称されているホール素子の位置 [29]に実際に測定した各素子の位置

を書き足したもの。赤が x成分、青が y成分、緑が z成分を測定するための素子を表す。

3.2.2 ホールプローブ移動後の振動による測定値への影響

ホールプローブは図 2.4に示したように、駆動装置に取り付けた 130 cmのステン
レス製の棒の先端に取り付けられている。磁場分布測定の際に駆動装置を動作させ
ると、このステンレス製の棒が振動することによりホールプローブの位置が変動し
てしまう。この影響を調べる。
x, y, z方向それぞれについて、±50 mmの移動を組み合わせた 26通りが考えられ
る。磁場の変動が大きい磁極端付近においてプローブを移動させた後、約 200 µsご
とに 60回連続でホールプローブの値を読み出して記録した。図 3.6に移動後の時間
と、ホールプローブの値の変動割合を示す。これより、移動後 2秒以降はホールプ
ローブの値の変動割合は 0.06%に収まることがわかる。
また、この測定で得られた移動後 2秒以降のデータは、同じ条件でホールプロー
ブを連続的に読み出して取得したデータであるため、その値のばらつきはホールプ
ローブの測定誤差の評価に用いることができる。これによりホールプローブの測定
誤差は σ = 30 µ Tと評価された。

3.3 磁場分布測定

3.3.1 測定領域と測定点の間隔

本研究における磁場分布測定の目的は計算磁場の最適化をする上での比較対象と
するためであるので、計算磁場と測定した磁場の誤差が大きくなることが予想され
る領域を中心に測定する。計算磁場と測定した磁場の誤差が小さい領域として、磁
石の中心付近の磁場がほぼ一様になる領域と、磁石から十分距離があり磁場の大き
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図 3.6: ホールプローブの位置を移動させてからの時間依存性。縦軸には最後の 3秒間でのホールプ

ローブの値の平均で規格化したホールプローブの値を、横軸は時間を示している。青い点が Z 成分

を、赤い点が Y 成分のデータ点である。X 成分はもともとの値が約 300 µTと小さく、測定精度が

測定値の数%となるため除外した。

さが十分小さい領域が考えられる。この点を踏まえて図 3.7に示す S-2S D1電磁石
の計算磁場を参考に測定領域を決定する。中心磁場との差が 0.1 %未満となる領域

図 3.7: 測定領域を決定するための磁場計算の座標設定と y成分の計算結果。

を一様領域と定義し、磁場の y成分の大きさが中心磁場の 1%未満となる領域を磁場
の大きさが十分小さい領域と定義した。この間の領域の磁場測定を行うことにした。
測定体積は、S-2S D1電磁石の開口部の面積が 800 ×320 mm2であることと合わ
せ、磁極の上流側、下流側それぞれに対して 1700× 800× 320 mm3の領域を測定す
ることにした。測定器系においてホールプローブを移動させる駆動装置の可動範囲
が 1000 × 450 × 130 mm3であるため、12通りに架台を動かすことで測定領域全体

39



をカバーする。本論文では図 3.8に示す下流側の測定領域のうちの 10通りの置き方
について取得したデータ (体積では下流側の測定領域のうち約 85%に相当する)につ
いて議論する。

図 3.8: 磁場測定を行う領域。赤色の領域が本研究で磁場測定を行った領域で、橙色の領域は今後磁

場測定を行う領域である。

磁場分布を取得する電流値は、BHカーブの違いによる計算磁場と測定磁場分布の
違いを明確にするため、1000A(BHカーブが線形)、1500A、2000A、2500Aの 4通
りとした。
測定点の間隔はそれぞれの方向について 50 mm、50 mm、20 mmとした。1通り
の架台の置き方、電流値に対し測定点は 1080点となる。

3.3.2 ホールプローブの位置の測定

ホールプローブの位置は駆動装置で制御を行うが、駆動装置の制御に用いる座標
(図 2.4中の座標系、x, y, zと表記する)と、S-2S D1電磁石に対する位置の対応を付
ける必要がある。またホールプローブを取り付けているロッドのたわみなどにより、
ホールプローブは S-2S D1電磁石に固定された座標 (計算磁場の座標系、X,Y, Zと
表記する)に対して傾いている。
そこで、以下に述べる手順で測量によりホールプローブの位置、駆動装置の制御
に用いる座標およびホールプローブの S-2S D1電磁石に固定された座標系に対する
傾きを調べた。
まず図 3.9に示すように、磁極端から 336 mm、エンドガードから 20 mmの位置
に x, Z座標の基準となるセオドライトを、S-2Sの開口部の中心につけられている罫
書に合わせて y,X 座標の基準となるセオドライトを、高さ 2 mの位置に z, Y 位置
の基準となるセオドライトを設置した。
図 3.10に示すようにホールプローブを固定する治具に罫書がついており、駆動装
置を動かして罫書をセオドライトおよびレベルの視界の中心に来るようにして、そ
の時の (x, y, z)の値を記録する。これによりホールプローブのS-2S D1電磁石に固定
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された座標系に対する位置、および複数のホールプローブの固定点の座標を測定す
ることによってホールプローブの傾きを測定することができる。また、駆動装置の座
標Aを固定しながら座標Bを動かし、同じ罫書を見たときの座標Cの値を (A,B,C

は x, y, zの組み合わせ)測定することで、駆動装置の制御に用いる座標系の S-2S D1

電磁石に固定された座標系に対する傾きを測定することができる。
セオドライトで罫書を見ることによる位置の測定精度は約 50 µ Tで、ホールプ
ローブの傾きに対する測定精度は約 0.1◦、座標軸の傾きに対する測定精度は約 0.01◦

である。

図 3.9: S-2S D1電磁石に固定された座標系と駆動装置の制御に用いる座標系。

図 3.10: ホールプローブを固定している治具。3つある直方体状の部品それぞれの各面に罫書が入っ

ている。

3.3.3 測定データの較正及び磁場分布

測定によって得られるデータはホールプローブの位置の座標 (x, y, z)および 3軸
ホールプローブの値 (bx, by, bz)である。この値に対してバックグラウンド磁場の値、
NMRプローブで読み出した中心磁場の値を考慮した補正を加えつつ、計算磁場と
比較できるように座標系を変換し、(X,Y, Z)、(BX , BY , BZ)を得る。座標軸の向き
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の違いも考慮して、(x, y, z)を (X,Y, Z)座標に変換する式は以下のようになる。

X = X0 + (y − y0) cos θX + (z0 − z) sin θY sinϕY + (x0 − x) sin θZ cosϕZ (3.1)

Y = Y0 + (y − y0) sin θX cosϕX + (z0 − z) cos θY + (x0 − x) sin θZ sinϕZ (3.2)

Z = Z0 + (y − y0) sin θX sinϕX + (z0 − z) sin θY cosϕY + (x0 − x) cos θZ (3.3)

ここで、(X0, Y0, Z0)は (X,Y, Z)座標の基準点で、Z = 0が磁極面、Z = 0における
磁極間隙の中心の座標が (−3000, 0, 0)となるように定める。(x0, y0, z0)はZ0, X0, Y0

に対応する (x, y, z)座標、θX , ϕX , θY , ϕY , θZ , ϕZ は y, z, x軸のX,Y, Z軸に対する角
度を示す。磁場の補正を示す式は次のようになる。

BX = fNMR{R11(bx − bxbg
) +R12(by − bybg)−R13(bz − bzbg)} (3.4)

BY = fNMR{R21(bx − bxbg
) +R22(by − bybg)−R23(bz − bzbg)} (3.5)

BZ = fNMR{R31(bx − bxbg
) +R32(by − bybg)−R33(bz − bzbg)} (3.6)

ここで、{Rij}はX軸周り、Y 軸周り、Z軸周りのホールプローブの回転角θY Z , θZX , θXY

を補正するための回転行列であり、fNMRは中心磁場の時間変動をNMRプローブで
の測定値により補正する係数である。
Bの各成分の偏導関数は、X,Y, Z が x, y, zの関数であることからB(X,Y, Z) =

B(x, y, z)と変数変換し、以下のようにして計算する。

∂B

∂X
=

∂x

∂X

B(x+∆x, y, z)−B(x−∆x, y, z)

2∆x
(3.7)

+
∂y

∂X

B(x, y +∆y, z)−B(x, y −∆y, z)

2∆y

+
∂z

∂X

B(x, y, z +∆z)−B(x, y, z −∆z)

2∆z

ここで、∆x = 50,∆y = 50,∆z = 20は測定点の間隔 (mm)である。測定領域の端
の測定点に関しては、片側の差分を∆で割った式を代わりに用いる。
補正に必要なパラメータは θXY , ϕX , ϕY , ϕZ 以外は測量から得ることができるが、
このパラメータを決めるため、また他のパラメータについてもより高精度で決定す
るために、一部の測定領域のデータを用いてパラメータフィッティングを行い決定
した。パラメータフィッティングの手順は以下のようになる。

1. D1電磁石の開口部の中心 (Y = 0)を含む 4通りの置き方について取得したデー
タに関して

測定磁場と計算磁場B(X,Y, Z)の差のベクトルの大きさが最少となるように
パラメータフィッティングを行う。この領域ではBx ≪ Bz ≪ Byという関係が
成り立っているので、θY Z , θZX , θXY を正確に決めることができる。(フィッティ
ング 1)次に Y = 0付近のデータのみに限定してパラメータフィッティングを行
う (フィッティング 2)。Y 座標が正確に 0であればBZ の Y 座標依存性が大き
い磁極端付近でもBZ = 0となるはずだが、それからの磁場の値のずれを参考
に z0の値と θX , θY , θZ , ϕX , ϕY , ϕZ の値をより正確に決定することができる。
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2. D1電磁石の開口部の中心を含まない残り 6通りの置き方について取得したデー
タに関して、

フィッティング 1は 1.の時と同様に全体の測定データについてパラメータフィッ
ティングを行った。フィッティング 2については、1.で得た測定磁場と共通な
領域で取得したデータのみに限定してフィッティング 2を行った。

測量およびパラメータフィッティングで得たパラメータの値およびその誤差を表 3.1

に示す。

表 3.1: 2500Aの測定を行ったうちの 1つのセットアップに関する測量およびフィッティングで求め

たパラメータとその誤差。(影響なし)という結果は、θは 5◦ 未満、ϕは ±180◦、位置は 3mm以内

というフィッティング範囲内全体が誤差の範囲に収まったことを示す。

　
パラメータ 測量値 フィッティング 1による値 フィッティング 2による値

θXY – (0) 0.0026± 0.0002 [rad] 0.0026± 0.0002 [rad]

θY Z -0.010 ±0.002 −0.0105± 0.0002 [rad] −0.0105± 0.0002 [rad]

θZX -0.0005 ±0.003 −0.0300± 0.0007 [rad] −0.0300± 0.0007 [rad]

θX 0.0050± 0.0001 – (0.0050± 0.0001) 0.007± 0.0004 [rad]

θY 0.0040± 0.0001 – (0.0040± 0.0001) (影響なし)

θZ 0.0020± 0.0001 – (0.0020± 0.0001) 0.003± 0.004[rad]

ϕX – (0) – (0) 0.40± 0.09

ϕY – (0) – (0) (影響なし)

ϕZ – (0) – (0) (影響なし)

x0 0.00± 0.05 [mm] – (0.00± 0.05) [mm] (影響なし)

y0 0.00± 0.05 [mm] – (0.00± 0.05) [mm] (影響なし)

z0 0.00± 0.05 [mm] – (0.00± 0.05) [mm] −0.10± 0.01∑
(dB)2 0.018 0.015 0.011

以上から、磁場分布に関するデータの組 (X,Y, Z,BX , BY , BZ ,
∂B
∂X

)が得られた。
2500Aの測定で得られた各成分の磁場がX,Y, Z の位置座標によってどう変化して
いるかを図 3.11,図 3.12,図 3.13に示す。磁場の 3次元空間内での分布の測定データ
のため、一つのXに対して多数の (Y, Z)の点が存在し、その座標への依存性が縦軸
方向の値の変動として見えている。データを取得した点は xyz座標系での格子点と
なるようにしたが、XY Z座標系に変換する際に θX , θY , θZの影響で点の座標は格子
点からずれている。この影響が横軸方向の微小な値の変動として見えている。
各成分の磁場のZ座標依存性にはそれぞれ特徴がみられる。BZ成分は、磁極端の
付近 (−300 < Z < 500)では磁束密度の絶対値が大きくなるという曲線を描き、そ
の曲線は Y 座標によって分かれるという傾向を見ることができる。BY はD1電磁石
としての主成分であり、そのZ依存性からは、磁極の一様な中心磁場から磁石から
離れるにつれて磁束密度の大きさが減少していく様子が見える。
BY 成分を中心磁場で規格化したものの Z依存性を図 3.14に示す。一般にこのよ
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うな形の関数は Enge関数

f(Z) =
1

1 + epi(Z−s)
: pi(x)は i次の多項式 (3.8)

で近似することができ、sを effective edgeという。2500A, 2000A, 1500A, 1000Aで
の測定結果それぞれに対して 2次のEnge関数でフィッティングを行った結果、それ
ぞれ有効エッジのZ座標は 67.5±0.2, 70.2±0.2, 68.5±0.2, 66.0±0.2 mmとなった。

図 3.11: BX のX,Y, Z 依存性。
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図 3.12: BY のX,Y, Z 依存性。

図 3.13: BZ のX,Y, Z 依存性。
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図 3.14: 2500Aの測定について、磁場の Y 成分を中心磁場で規格化したものの Z 座標依存性。2次

の enge 関数でフィッティングしてある。

3.3.4 測定磁場の評価

3.2.2において行った測定では、基準点 (X,Y, Z) = (−3000.0, 0.0, 86.0)を中心とし
て 13通りに移動し、続いてその逆へ移動する、という手順で測定を繰り返している
ので基準点においては 13回データを取得している。この 13回の測定におけるホー
ルプローブの値のばらつきは、駆動装置の位置の再現性を由来として生まれる誤差
の評価に用いることができる。3.2.2で行った測定のデータを前小節で述べた方法に
より座標変換を行った。このデータから、磁場のX成分、Y 成分、Z成分それぞれ
に対してムーバーの位置の再現性およびホールプローブの測定誤差を由来として生
まれる誤差はそれぞれ 15 µT, 20 µT, 110 µTであることがわかった。
位置の精度は主にホール素子が約 0.75 mmの大きさの円盤であることからくる誤
差∼ 200 µmから決まる。ホール素子の大きさが測定磁場の誤差に与える影響を、

∆BX =

√(∂BX

∂Y

)2

∆Y 2 +
(∂BX

∂Z

)2

∆Z2 (3.9)

∆BY =

√(∂BY

∂Z2

)2

∆Z2 +
(∂BY

∂X

)2

∆X2 (3.10)

∆BZ =

√(∂BZ

∂X

)2

∆X2 +
(∂BZ

∂Y

)2

∆Y 2 (3.11)

により見積もる。∆X = ∆Y = ∆Z = 0.2 mmとしたときの∆Bのヒストグラムを
図 3.15に示す。特に∆Byおよび∆Bzに関しては、1 mT程度にまで誤差の分布が
広がっているが、これは磁極端の付近 (−300 < Z < 500)で磁場の変動が大きいか
らである。Y 成分とZ成分に対して、∆BのZ依存性を図 3.16に示す。以後の議論
ではZ < −300, 500 ≤ Zの領域をRegion 1、−300 ≤ Z < 500の領域をRegion 2と
定め、区別して解析を行っていくことにする。
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図 3.15: ホール素子の大きさからくる磁場の各成分の誤差の分布。

図 3.16: ∆BとZの依存性。左図が Y 成分を、右図がZ成分を表す。磁極端はZ = 0の位置である。

2500A, 2000A, 1500A, 1000Aで 10通りの架台の置き方について測定をした。そ
れぞれの測定を行っている間の電源電流の時間変動によるNMRの値のばらつきを
調べたところ、図 3.17に示すもっとも時間変動が大きかった場合でも 50µT (中心磁
場の 0.003 %)の範囲に収まった。
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図 3.17: あるセットアップに対して 2500Aを通電して行った測定を通しての NMRの値のヒストグ

ラム。変動の範囲は 50µTの範囲に収まっている。

また、電流値および中心磁場の再現性を確かめるために 10回行った測定同士での
NMRの値のばらつきを調べた結果を表 3.2に示す。

表 3.2: 10回の測定を行った際の中心磁場の平均とばらつき。

　
電流値 [A] ⟨B⟩ [T] σ[T] σ

⟨B⟩ [%]

1000 0.6600 0.0002 0.03

1500 0.9841 0.0001 0.01

2000 1.261 0.00012 0.01

2500 1.47492 0.00006 0.004

得られた磁場分布に関するデータの組に対する誤差を以下の表 3.3にまとめる。

表 3.3: 得られた磁場分布に対する 2500Aでの測定の誤差の評価。

　
σ 中心値のずれ

X 200 [µm] 50 [µm]

Y 200 [µm] 50 [µm]

Z 200 [µm] 50 [µm]

BX < 60 [µT] –

BY < 1.6 [mT](磁極端付近) , < 200 [µT] (それ以外) –

BZ < 1.4 [mT](磁極端付近), < 220 [µT] (それ以外) –

θXY – 0.0002 [rad]

θY Z – 0.0002 [rad]

また、測定中において磁場の変動は十分小さいので測定した磁場は静磁場とみな
せ、測定領域中にコイルは存在しないことから、測定した磁場分布データはMaxwell
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方程式からくる条件式
∇ ·B = 0, ∇×B = 0

を満たすべきである。測定データより求めた∇ ·Bの値および∇×Bの各成分のヒ
ストグラムを図 3.18に示す。この条件を満たす磁場の例として、計算磁場から∇·B
と∇×Bを求めた結果も図 3.18に示してある。測定磁場に関するヒストグラムは
いずれも 0付近に中心を持ち、その幅も計算磁場に対するヒストグラムと同程度、
または 1桁幅が大きい程度の分布となり、測定した磁場分布データの大部分はよく
Maxwell方程式を満たしているといえる。

図 3.18: ∇ ·B および∇×B の各成分のヒストグラム。赤線は同じ位置に対する計算磁場の∇ ·B
および∇×B の各成分を示している。

図 3.19に測定した全体の点の分布を、図 3.20にマックスウェル方程式の条件から
大きくずれている点の分布を示す。大きくずれているということは、図 3.18のピー
クをガウシアンでフィッティングした際に、ピーク中心±3σの領域から外れている
ことと定義した。そのような点のほとんどはRegion 2にあることがわかる。そこで、
Region 1とRegion 2それぞれに分けて∇ ·Bおよび∇×Bの各成分の値の分布を
確認すると、図 3.21のようになり、どちらの領域についても 0に中心を持ち。広が
りを持った分布になっている。
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図 3.19: 測定した全体の点の分布。

図 3.20: ∇ ·Bおよび∇×Bの各成分が 0から有意に外れている点の分布。左上から右下への順に、

∇ ·B、∇×B の第一成分、第二成分、第三成分となっている。
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図 3.21: ∇ ·Bおよび∇×Bの各成分のヒストグラムを Region 1と Region 2に分けて書いたもの、

Region 1について書いたグラフは 0を中心に持つ鋭いピークになり、Region 2はRegion 1のものに

比べて幅の広い分布になる。

このように∇ ·Bおよび∇×Bの各成分の値のヒストグラムが、中心が 0付近で
広がり σを持つ原因として、磁場の偏微分を

∂B

∂X
=

B(X +∆X,Y, Z)−B(X −∆X,Y, Z)

2∆X
∂B

∂Y
=

B(X,Y +∆Y, Z)−B(X,Y −∆Y, Z)

2∆Y
∂B

∂Z
=

B(X,Y, Z +∆Z)−B(X,Y, Z −∆Z)

2∆Z

により計算する際にBの持つ誤差が伝搬することで偏導関数の値に誤差が生じてい
ることが考えられる。Bの各成分の誤差を σX , σY , σZとすると、偏導関数の持つ誤
差は誤差の伝搬則より、

σ
(∂BX

∂X

)
=

√
σ2
X + σ2

X

(2∆X)2
=

σ√
2∆X
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のようになる。これより∇ ·Bおよび∇×Bの各成分の持つ誤差は、

σ(∇ ·B)2 =
σ2
X

2(∆X)2
+

σ2
Y

2(∆Y )2
+

σ2
Z

(2∆Z)2
(3.12)
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σ2
Y
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+

σ2
Z

2(∆Y )2
(3.13)
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2(∆Z)2
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σ({∇ ×B}Z)2 =
σ2
X

2(∆Y )2
+

σ2
Y

2(∆X)2
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となる。今回の測定では、点の測定間隔から∆X = ∆Z = 50,∆Y = 20である。
以上の考察から、Region 1、Region 2における磁場の測定誤差を以下に述べる手順で
見積もることができる。まず、図3.21のヒストグラムをRegion 1、Region 2それぞれ
に対してガウス関数でフィッティングし、その幅をσ1(∇·B), · · · , σ1(∇×B}Z), σ2(∇·
B), · · · , σ2(∇×B}Z)とする。次にフィッティングで得た4つのσ1を用い、(3.10)式か
ら (3.13)式を連立させることでσX , σY , σZを求める。これをσ1(BX), σ1(BY ), σ1(BZ)

とする。σ2についても同様にして、σ2(BX), σ2(BY ), σ2(BZ)を得る。ヒストグラム
のフィッティングにより得た (3.13)式から (3.15)式の左辺の σの値を図 3.4に、連立
方程式を解くことで得た右辺の σの値 (磁場測定の誤差に対応する)を図 3.5にまと
める。

表 3.4: ∇ ·B,∇×B からの磁場の測定誤差のフィッティング結果。1500Aの∇×B の第三成分は

1ピークだったため σ2 のみとした。

　
電流値 [A] σ1({∇ ·B}) σ1({∇ ×B}x) σ1({∇ ×B}y) σ1({∇ ×B}z)

[T/mm] [T/mm] [T/mm] [T/mm]

2500 3.5×10−6 2.7× 10−6 6.41× 10−6 1.85× 10−5

2000 1.3× 10−6 1.2× 10−6 1.9× 10−6 1.7× 10−6

1500 1.09× 10−6 9.7× 10−7 2.6× 10−6 3.03×10−6

1000 6.1× 10−7 6.8× 10−7 5.6× 10−7 4.9× 10−7

電流値 [A] σ2({∇ ·B}) σ2({∇ ×B}x) σ2({∇ ×B}y) σ2({∇ ×B}z)
[T/mm] [T/mm] [T/mm] [T/mm]

2500 4.3×10−5 3.9× 10−5 4.6× 10−5 6.7× 10−5

2000 1.2×10−5 1.4× 10−5 2.1× 10−5 9.4× 10−6

1500 1.4× 10−5 1.6× 10−5 1.6× 10−5 1.9× 10−5

1000 3.9× 10−6 5.18× 10−6 4.7× 10−6 1.0× 10−5

以上より、本磁場測定における 2500Aの磁場分布の測定誤差は、一様領域および
磁極端から十分離れたところでは 180 µT未満、磁極端付近においては 1.2 mT未満
と見積もられた。
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表 3.5: ∇ ·B,∇×B から求めた磁場の各成分の誤差。
電流値 [A] σ1(Bx) [T] σ1(By) [T] σ1(Bz) [T]

2500A 1.8×10−4 5.9× 10−5 7.2× 10−5

2000A 3.7×10−5 2.7× 10−5 3.1× 10−5

1500A 7.2×10−5 4.0× 10−6 2.7× 10−5

1000A 1.4× 10−6 1.4× 10−5 1.7× 10−5

電流値 [A] σ2(Bx) [T] σ2(By) [T] σ2(Bz) [T]

2500A 1.2×10−3 1.0× 10−3 1.1× 10−3

2000A 5.8× 10−4 2.0× 10−4 4.1× 10−4

1500A 4.2× 10−4 3.1× 10−4 4.6× 10−4

1000A 1.2× 10−4 8.1× 10−5 1.6× 10−4

3.3.5 計算磁場との比較

次に測定磁場Bm(X,Y, Z)と計算磁場Bcalc(X,Y, Z)を比較する。計算磁場は2.2節
で述べたメッシュの大きさで計算したものをOPERA-3Dの機能で補間し、10 mm×2

mm×10 mm の間隔の格子点上の磁場を計算してある。任意の点 (X,Y, Z)における
計算磁場は最も近い 6点の格子点における磁場の値から線形補間で求めている。磁
場のX成分、Y 成分、Z成分それぞれに対して測定磁場と計算磁場の差

∆B = Bm −Bcalc (3.16)

を求めた。∆Bの各成分の分布を図 3.22に示す。また、∆Bの各成分がZとともに
どう分布しているかを図 3.23に示す。、Region 1では幅が小さく、Region 2では幅
が大きいことがわかる。そこでRegion 1とRegion 2について∆Bの各成分の分布を
ヒストグラムにし、ガウス関数でフィッティングすることでRegion 1における∆B

の広がり σ1とRegion 2における∆Bの広がり σ2を求めた。この σ1, σ2は表 3.5に
示された測定磁場の誤差を含むものなので、σ2 = σ2

meas + σ2
calcより、計算磁場の現

実の磁場に対する誤差 σcalcを求めた。結果を表 3.6にまとめる。また、σ1および σ2

の電流値依存性を図 3.24に示す。いずれの電流値でも σに σmeasの寄与がほとんど
ない程度に σcalcが大きいという傾向は変わらない。計算磁場は実際の磁場を再現し
ていないということになる。
図 3.25に 1000Aと 2500Aを通電した際の計算磁場のZ座標依存性を、図 3.26に、
規格化した 2000Aの計算磁場の Y 成分 (BY 2000)から 1500Aの計算磁場の Y 成分
(BY 1500)を引いた分布の Z 座標依存性を示す。図 3.25と図 3.26から電流値による
磁束の漏れ方の違いを見てとることができる。すなわち電流値が小さい方 (透磁率
µが大きい方)が、有効エッジ位置より内側の領域でBY が小さくなり、有効エッジ
位置より外側の領域でBY が大きくなるということである。これを念頭に置き、図
3.23の Y 成分の分布のZ座標依存性を見てみると、有効エッジより内側の領域では
計算磁場が測定磁場に対して小さい点が多く、有効エッジより外側の領域で計算磁
場が測定磁場に対して大きくなっている点が多いため、計算磁場で使っている µの
値が実際よりも大きいと考えられる。このように、BH曲線における透磁率 µが異
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図 3.22: ∆B の各成分の分布。

なることにより、磁束の漏れ方が異なっていることが計算磁場の改善すべき点であ
る。2000A, 1500A, 1000Aについて、∆BY の分布のZ座標依存性を図 3.27に示す。
これらの 3通りの電流値に関しては 2500Aで見られたような有効エッジを境にして
の傾向の変化は顕著ではないことがわかる。
関連する改善すべき点として、実際の中心磁場の値を計算磁場が正確に再現でき
ていないことがある。表 3.7に NMRで測定した中心磁場の値とその位置の計算磁
場の値を示す。これはBH曲線B = µH上の点 (H,B)の位置がずれているというこ
とになり、各Hでの接線の傾きと合わせてこの値を参考にBHカーブを最適化する
必要がある。
その他に計算磁場が実際の磁場を再現できない理由として考えられることは、計
算モデルではD1電磁石の架台や、エンドガードとD1電磁石を固定するためのボル
ト穴およびボルトが考慮されていないなど、周囲の磁性体や電磁石の細かな構造が
考慮されていないことがある。また、測定の際はエンドガードが設計よりも 1.9 mm

下にずれて設置されていたが、これを反映して計算した磁場と今回用いた計算磁場
の間では磁場分布同士の誤差はX,Y, Z成分それぞれに対して 200 µT, 180 µT, 300

µT であり、測定磁場分布と計算磁場分布の差を説明できるだけの影響はないこと
がわかった。
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図 3.23: 2500Aを通電して取得したデータについての∆B の各成分の Z 依存性。

表 3.6: ∆Bの各成分の分布をフィッティングして求めた平均値と σ。σcalc = σ2 − σ2
measで関連付け

られる σcalc も記載している。σmeas は表 3.5にある値を利用した。

　
電流値 成分 平均 [mT] σ1 [mT] σ2 [mT] σ1calc[mT] σ2calc [mT]

2500 BX 0.07 0.82 1.99 0.80 1.70

2500 BY 0.09 0.65 2.9 0.64 2.75

2500 BZ 0.09 0.98 3.2 0.97 3.00

2000 BX -0.01 0.36 1.1 0.36 0.93

2000 BY -0.09 0.28 1.5 0.27 1.50

2000 BZ 0.11 0.62 2.2 0.62 2.16

1500 BX 0.076 0.33 1.09 0.33 1.01

1500 BY 0.004 0.29 1.23 0.29 1.21

1500 BZ 0.147 0.48 2.73 0.48 2.69

1000 BX -0.02 0.38 0.62 0.37 0.60

1000 BY 0.012 0.12 0.67 0.11 0.68

1000 BZ 0.003 0.26 1.50 0.26 1.49
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図 3.24: σY calc の電流値依存性。赤色の点が σ1 を、青色の点が σ2 を表す。

表 3.7: NMRで測定した磁場と同じ位置の計算磁場の Y 成分の値の比較。

　
電流値 NMRの値 [T] NMRの位置での計算磁場 [T] ずれの割合 [%]

1000 0.6599 ±0.0002 0.6591 −0.1

1500 0.9840 ±0.0001 0.9856 0.16

2000 1.2606 ±0.0001 1.2661 0.05

2500 1.4749 ±0.0001 1.4685 -0.04
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図 3.25: 1000Aと 2500Aについての計算磁場を最大磁場で規格化したものの Z 座標依存性。赤でプ

ロットした点が 2500Aの点を、緑でプロットした点が 1000Aの点を表す。

図 3.26: 2000Aの磁場のBY 成分から定数倍した 1500Aの磁場のBY 成分を引いた分布の Z 座標依

存性。
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図 3.27: 1000A,1500A,2000Aを通電して取得したデータについての∆BY の Z 依存性。
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第4章 S-2Sの運動量分解量

S-2S D1電磁石の磁場分布の誤差が S-2Sの運動量分解能に与える影響を Geant4

を用いたシミュレーションでイベントを生成し、仮想検出器から得られる飛跡の情
報及び計算磁場のデータを用いて運動量を解析することによって評価した。

4.1 Geant4によるイベント生成シミュレーション

Geant4でのシミュレーションは、図 1.20に示される散乱粒子用の検出器群を構成
し、Q1, Q2, D1を組み合わせたモデルでの磁場計算結果に基づき磁場を設定した空
間において、ターゲットの位置から 50000個K+粒子を射出することで行った。運
動量は運動量アクセプタンスの範囲である 1.2 GeV/cの範囲から 1.4 GeV/cの範囲
で一様に分布させ、K+の角度範囲は θK+ < 10◦で、cos θK+が一様に分布するよう
に粒子を生成した。実際の実験では多重散乱を抑えるためにD1電磁石内部および
チェンバー間の空間にヘリウムバッグを設置するため、それに合わせて粒子が通過
する空間の気体はヘリウムとした。図 4.1に 100イベントのシミュレーション結果
を可視化したものを示す。

4.2 運動量解析

シミュレーションで生成したイベントはこれまで J-PARC K1.8ビームラインの実
験においてSKSの運動量解析をするために用いられてきた解析プログラムをS-2Sに
対応させたものを用いて解析する。これは、TOF検出器での通過位置情報と計算磁
場分布からRunge-Kutta法で運動方程式に従って飛跡を計算し、最もドリフトチェ
ンバーの通過位置情報を再現する運動量を選び出すことによって散乱粒子の運動量
を解析するプログラムである。

4.3 磁場分布の誤差がS-2Sの運動量解析に与える影響

解析プログラムにおいて、事象生成時に用いた磁場マップと異なるものを使用し
て、その違いによる運動量分解能への影響を調べた。異なる磁場マップでは、磁場
座標をシフトさせたり、ランダムに磁場の値を変化させるなどのことを行った。D1

電磁石の磁場の影響を調べるために、この操作を行う領域はQ1、Q2電磁石より後
方の領域に限定した。評価の基準として、解析によって得られた運動量 P と生成し
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図 4.1: Geant4シミュレーションで生成した 100イベントを可視化したもの。

た運動量 Pinの差 P − Pinの値の変化と運動量分解能R(
P − Pin

Pin

の分布の半値全幅)

を比較、変数 f に対する運動量分解能の偏微分 ∂R
∂f
を求めていく。

事象生成時と解析時に同じ磁場分布を使った際のRの分布を図 4.2に示す。このと
きのP−Pinのピークの位置は−0.290 [MeV/c]、運動量分解能は5.38×10−4 (FWHM)

となっている。

4.3.1 位置の誤差による運動量分解能の変化

位置の誤差が S-2Sの運動量解析に与える影響として、主なものとしては半径方向
に位置がずれることにより、軌道半径の長さが実際のイベントと解析において異な
ることが考えられる。そこで半径を大きくする方向 (+方向)、小さくする方向 (-方
向)それぞれに 1mm,3mm,5mm解析の磁場を平行移動した。図 4.3に運動量の値の
ずれと運動量分解能の変化を示す。直線フィッティングを行うことでこの方向の位
置のずれが運動量分解能に与える影響は

∂R

∂rshift
= (5.1± 0.7)× 10−5[/mm]

と評価される。
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図 4.2: ∆P = P − Pin および ∆P
Pin
のヒストグラム。運動量分解能は右のヒストグラムをガウシアン

でフィッティングし、2.35σを計算することで FWHMとしている。

図 4.3: 中心軌道半径を増減させる方向に計算磁場の位置をずらしたときの解析運動量のずれと運動

量分解能の変化。

もう一つの成分として、鉛直方向の位置の変化がある。上方向に+1mm, 5mm

,10mm解析の磁場を平行移動した。図 4.4に運動量の値のずれと運動量分解能の
変化を示す。この方向の位置のずれが運動量分解能に与える影響は

∂R

∂vshift
= (8± 1)× 10−6[/mm]

と評価される。
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図 4.4: 鉛直方向の位置をずらしたときの解析運動量のずれと運動量分解能の変化。

4.3.2 角度の誤差による運動量分解能の変化

測定磁場を再現するように計算磁場を最適化する場合、磁場測定の角度の誤差の
バイアスが最適化された計算磁場に対してかかる恐れがある。θXY および θY Zの値
が 0.1◦, 0.5◦, 1.0◦異なる場合の運動量の値のずれと運動量分解能の変化を図 4.5と
図 4.6に示す。角度の誤差が運動量分解能に与える影響は、

∂R

∂∆θXY

= 0.0035± 0.0002[/rad]

∂R

∂∆θXY

= 0.0059± 0.0005[/rad]

と評価される。

図 4.5: θXY の誤差に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。
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図 4.6: θY Z の誤差に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。

4.3.3 磁場の精度による運動量分解能の変化

計算磁場の最適化を突き詰めても、測定磁場の精度や計算自体の精度により、実際
の S-2Sが生成する磁場と解析に用いる磁場の間には誤差が生じる。したがって磁場
分布の精度による運動量解析への影響を見積もることは重要である。もともとの値
が小さいX成分に関しては 10µT, 100µ Tで磁場の値をばらつかせた場合について、
Y 成分については 0.05%, 0.1%, 0.3%, 0.5%、Z成分については 0.1%, 0.5%, 1%磁場
の値をばらつかせた場合について調べた。図 4.7にX成分について、図 4.8にZ成
分について、図 4.9に Y 成分についての結果を示す。

∂R

∂∆BX

= 0.01± 0.02[/T]

∂R

∂(∆BY /BY )
= 0.096± 0.007

∂R

∂(∆BZ/BZ)
= 0.00045± 0.00044

となり、X成分とZ成分の寄与はほとんどない。

図 4.7: BX の誤差に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。
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図 4.8: BZ の誤差に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。

図 4.9: BY の誤差に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。

4.3.4 磁場の確度による運動量分解能の変化

磁場の確度の変化による運動量解析への影響を評価した。もともとの値が小さい
X成分に関しては± 10µT, ±100 µT, ±1 mTで磁場の値をばらつかせた場合につい
て、Y 成分については± 0.1 %, ±0.3 %, ±0.5%、Z成分については±0.1 %, ±0.5 %,

±1%磁場の値をずらした場合について調べた。図 4.10にX 成分について、図 4.11

に Z 成分について、図 4.12に Y 成分についての結果を示す。Y 成分は線形ではな
く二次関数でフィッティングを行った。

∂R

∂BX shift

= 0.0± 0.0001[/T]

∂R

∂(BY shift/BY )
= (0.13± 0.02) + (0.059± 0.006)

Byshift

By

∂R

∂(BZ shift/BZ)
= 0± 6.1× 10−5
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BX , BZ成分の寄与はほとんどないが、BY 成分については運動量分解能に対して寄
与が大きく、特にBY が大きい方向にずれると急速に分解能が悪化する。

図 4.10: BX の確度に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。

図 4.11: BZ の確度に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。

図 4.12: BY の確度に対する解析運動量のずれと運動量分解能の変化。
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4.3.5 現在の計算磁場での運動量解析

これまで求めてきた微係数をもとに、誤差を含む磁場での運動量解析の運動量分
解能は次の式で評価される。

(R−Rorg)
2 =

( ∂R

∂rshift

)2

∆r2shift +
( ∂R

∂vshift

)2

∆v2shift +
( ∂R

∂θXY

)2

∆θ2XY +
( ∂R

∂θY Z

)2

∆θ2Y Z

+
( ∂R

∂∆BX

)
∆B2

X +
( ∂R

∂(∆BY /BY )

)(∆BY

BY

)2

+
( ∂R

∂(∆BZ/BZ)

)(∆BZ

BZ

)2

+
( ∂R

∂BX shift

)2

BX
2
shift +

( ∂R

∂BY shift/BY

)2(BY shift

BY

)2

+
( ∂R

∂BZ shift/BZ

)2(BZ shift

BZ

)2

(4.1)

ここで、Rorgは磁場分布の誤差を無しとしたときの運動量分解能である。表 4.1に
式 (4.1)中に現れる微係数の値をまとめる。測定磁場分布の誤差が運動量分解能に与

表 4.1: Rの各パラメータでの偏導関数。

　
∂R

∂rshift
(5.1± 0.7)× 10−5 [/mm]

∂R
∂vshift

(8± 1)× 10−6 [/mm]
∂R

∂∆θXY
0.0035± 0.0002 [/rad]

∂R
∂∆θY Z

0.0059± 0.0005 [/rad]
∂R

∂∆BX
0.01± 0.02[/T]

∂R
∂(∆BY /BY ) 0.096± 0.007

∂R
∂(∆BZ/BZ) 0.00045± 0.00044

∂R
∂BXshift

0.0000± 0.0001[/T]

∂R
∂(BY shift/BY ) (0.13± 0.02) + (0.059± 0.006)

BY shift

BY
∂R

∂(BZshift/BZ) 0.00000± 6.1× 10−5

える影響を見積もる。表 3.1、3.5の各パラメータの誤差の値 (表 4.2にまとめる)を
式 (4.1)に代入すると、

R = Rorg +
√
9.1× 10−9 = 5.38× 10−4 + 1.35× 10−4 = 6.73× 10−4(FWHM) (4.2)

と評価される。これは S-2Sの目標とする 6 × 10−4に対して及ばないが、この評価
は表 3.5における∆BX ,∆BY ,∆BZ を大きい方の値として行い、この値はRegion 2

での値で、その他の領域で磁場の誤差は 1桁小さい。最もB · l積が大きい磁極内部
(中心軌道 3665 mm)での誤差を過大に評価していることになる。これは∆BY /BY

を計算するためのBY の値を有効エッジでの値、すなわち中心磁場の半分の 0.74 T

に代表させていることにもいえ、運動量分解能への寄与はこの項がほとんどを占め
ている。磁極内部では∆BY /BY がここでの見積もりの半分以下になるため実際の
分解能はこれより向上し、(5.38 + 1.35

2
)× 10−4 = 6.1× 10−4よりはよくなると考え

られる。測定磁場の精度は S-2Sの目標とする運動量分解能を達成するために十分な
精度であったと考えられる。
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表 4.2: (4.2)式および (4.3)式を評価するために用いたパラメーターの誤差。表 3.1,表 3.5,表 3.6の

各パラメータの値を抜粋した。∆BY /BY および∆BZ/BZ を計算する際の BZ は、有効エッジ付近

での BY の値 0.74 Tと BZ の最大値 0.6 Tを代表させている。もっとも右の列は計算磁場の誤差が

小さい場合の磁場の誤差を示していて、3.6の σ1と 3.5の σ2とから、
√
σ1

2 + σ2
2として計算されて

いる。

　
パラメータ (4.2)式 (4.3)式

∆rshift 0.07 [mm] 0.07 [mm]

∆vshift 0.1 [mm] 0.1 [mm]

∆θXY 0.0002 [/rad] 0.0002 [/rad]

∆θY Z 0.0002 [/rad] 0.0002 [/rad]

∆BX 1.2×10−3 [T] 4.9×10−3 [T] (1.4× 10−3 [T])

∆BY /BY 1.4× 10−3 3.6× 10−3 (1.6× 10−3)

∆BZ/BZ 1.8 ×10−3 4 ×10−3 (2.4× 10−3)

BXshift 0 7× 10−5

(BY shift/BY ) 0 9× 10−5

(BZshift/BZ) 0 9× 10−5

また、表 3.6の 2500Aの電流値に対しての∆Bの広がりを考慮すると、現在の計
算磁場で運動量解析をした際の運動量分解能を見積もることができる。この時の各
パラメータの誤差の値を表 4.2に示す。
すると (4.1)式は、

R = Rorg +
√
2.7× 10−8 = 5.38× 10−4 + 3.49× 10−4 = 8.87× 10−4(FWHM) (4.3)

となる。計算磁場と測定磁場の差∆Bの Y 成分が σ = 2.7 mTで広がっていること
が支配的な効果となっている。現状の計算磁場を用いた解析では S-2Sで目標とする
運動量分解能を達成できていないことがわかった。計算磁場と測定磁場の差の分布
の広がりを小さい方で見積もった場合は、

R = 5.38× 10−4 + 1.55× 10−4 = 6.93× 10−4(FWHM)

となり、計算磁場と計算磁場の差∆Bの Y 成分の分布の広がりを測定磁場の誤差と
同程度にするまで計算磁場の最適化を行うことで、目標とする運動量分解能に迫る
ことが可能となる。
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第5章 まとめ

J-PARC E05実験では、(K−, K+)反応を用いた質量欠損法によるΞハイパー核分
光実験を行う。その第一段階として 12Cを標的とした 12

Ξ Beを、ミッシングマス分解
能∆M < 2 MeVという先行する実験を凌駕する高分解能で実験を行うことを目的
としている。このΞハイパー核は、KEK-E224実験やBNL-E885実験、2015年に行
われた J-PARC E05実験パイロットランなどの先行の研究により存在が示唆、散乱
断面積が見積もられている。また理論的にはコア原子核の励起も含んだハイパー核
の殻模型により、実験で得られるスペクトルは複雑なピーク構造をしていることが
予想されており、高エネルギー分解能によりこのピーク構造を観測することにより、
いまだに不定性のあるバリオン間相互作用モデルに対して強い制限を加えることが
可能になる。
J-PARC E05実験の目指す高ミッシングマス分解能を達成するための要としてS-2S

(Strangeness -2 Spectrometer)が建造された。S-2S は 2台の四重極磁石 (Q1,Q2)と
1台の双極磁石 (D1)により構成される。中心運動量は 1.38 GeV/cであり、運動量
アクセプタンス特性も (K−, K+)反応で Ξハイパー核を生成したときのK+粒子の
運動量に最適化されている。高分解能を保ちながら 55msrという立体角をもつこと
により高統計も両立できる。S-2Sでは、飛跡検出器によって得た散乱粒子の飛跡と
S-2Sの計算磁場を用いて運動量の再構成を行う。この再構成の際に計算磁場と S-2S

が生成する磁場の間の相違が運動量分解能へと与える影響が懸念される。この影響
を正確に評価し、S-2Sによる高分解能での (K−, K+)実験を保証することが本研究
の意義である。
まず、3軸ホールプローブ、3軸駆動装置、NMRプローブを組み合わせた測定器
系およびその制御システムを構築した。次にその測定器系を用いることにより、S-

2S D1電磁石の基本的性能を調べた。励磁から 10分経過すると中心磁場は 1 µT

精度で安定することを確認し、励磁曲線を取得した。続いて磁場分布測定を行い、
800×320×1700 mm3に渡る領域中で、4通りの電流値に対し全てで 36000点にわた
るデータを取得し、較正および解析を行った。測定の誤差は実際にΞハイパー核分
光実験の際の電流値である 2500Aを通電したときについて、磁場が一様な領域では
180 µT未満、磁場の変動が大きい磁極端付近においては 1.2 mT未満と評価された。
計算磁場には、鉄芯材のB-H曲線の非線形性やヒステリシス特性、実際の電磁石
の細かな形状などの入力パラメーターの不定性がある。これにより実際の電磁石の
作る磁場との間に相違が生じる。今回測定した磁場と現状の計算磁場の間の差の分
布が最大で数mTの幅を持ち、磁場測定の精度よりもはるかに大きな誤差となって
いた。これらのパラメータを最適化するために、計算磁場と測定した磁場を比較す

68



ることで計算磁場の改善すべき点を考察した。2500Aを通電した際の主成分 (BY 成
分)の位置による変動の様子から、現在の計算に用いている BH曲線では 2500Aの
通電に対応する点における透磁率が大きくなっていると結論付けた。また 2500A,

2000A,1500A, 1000Aの通電に対応する点でも磁場の強さが正確に再現されておら
ず、第一にBH曲線の最適化を行うことが重要であるとわかった。
こうして得られた磁場分布の誤差が運動量分解能に与える影響を、Geant4シミュ
レーションにより生成したイベントと運動量解析を行う際の磁場分布を変化させる
ことにより見積もった。その結果、磁場測定の精度は S-2Sが目標とする運動量分解
能 6.0×10−4(FWHM)を満たすために十分なものであったことが確認された一方で、
現在の計算磁場を用いて運動量解析をした場合は運動量分解能は 8.9×10−4(FWHM)

となる。目標とする運動量分解能を達成するためには計算磁場が測定誤差と同程度
で測定磁場を再現できるようにする必要がある。
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時間にわたる磁場測定を一緒にしてくれました。
また研究室秘書の吉野英子さんには、様々な事務処理を一手に引き受けていただ
きました。不慣れな頃はご迷惑をおかけすることもありましたが、研究を安心して
進めていけたのは吉野さんのバックアップのおかげでした。
私をこれまで育ててくれた家族にも感謝しています。ずっと自宅から学校に通っ
ていたので気付かずにいましたが、大学院生になり J-PARCやKEKへ長期間の出
張をするようになって初めて家庭のありがたみを痛感するようになりました。これ
からも研究をしていく中で、多くの人の助けを借り、時には迷惑をかけてしまうこ
ともあると思いますが、今抱いているような感謝の気持ちを忘れずにいたいと思い
ます。
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